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　「
貯
蓄
か
ら
投
資
へ
」
が
叫
ば
れ
て
久

し
い
。
近
年
、「
貯
蓄
か
ら
資
産
形
成
へ
」

と
改
め
ら
れ
、
税
制
上
の
優
遇
策
も
実
施

さ
れ
て
き
た
が
、
家
計
の
預
金
選
好
を
変

え
る
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
た
だ
、
高
齢

化
が
深
刻
な
わ
が
国
で
、
投
資
に
よ
る
資

産
形
成
を
世
代
一
律
に
奨
励
す
る
の
は
無

理
が
あ
る
。
60
歳
以
上
の
年
齢
層
は
家
計

貯
蓄
全
体
の
約
7
割
を
保
有
し
て
い
る
が
、

個
々
人
は
「
長
生
き
リ
ス
ク
」
に
備
え
、

長
期
に
わ
た
り
預
金
を
取
り
崩
す
必
要
性

を
感
じ
て
い
る
だ
ろ
う
。
高
齢
層
の
不
安

を
緩
和
す
る
に
は
、
保
険
や
リ
バ
ー
ス
モ

ー
ゲ
ー
ジ
な
ど
、
多
様
な
対
応
が
必
要
だ
。

　
で
は
、
本
来
は
分
散
投
資
で
長
期
的
に

資
産
形
成
を
図
る
べ
き
若
・
中
年
層
の
投

資
が
増
え
な
い
の
は
な
ぜ
だ
ろ
う
か
。
第

一
に
、
ビ
ッ
ト
コ
イ
ン
騒
動
が
示
す
通
り
、

金
融
リ
テ
ラ
シ
ー
の
問
題
が
あ
る
。
例
え

ば
、
個
人
型
確
定
拠
出
年
金

（
i
D
e
C
o
）
が
公
務
員
に
拡
充
さ
れ

て
以
降
、
同
制
度
利
用
が
急
増
し
て
い
る
。

こ
れ
は
朗
報
だ
が
、
金
融
教
育
で
、
優
遇

税
制
に
関
す
る
理
解
を
民
間
家
計
に
浸
透

さ
せ
る
余
地
が
ま
だ
大
き
い
と
も
言
え
る
。

ま
た
、
若
年
層
の
所
得
水
準
か
ら
考
え
る

と
、
つ
み
た
て
N
I
S
A
を
含
め
、
1
回

の
投
資
額
を
小
額
に
抑
え
る
長
期
的
な
投

資
手
法
の
普
及
も
重
要
だ
。

　
第
二
に
、
株
式
や
投
信
は
多
過
ぎ
て
選

べ
な
い
の
で
は
な
い
か
。
株
式
は
1
部
上

場
企
業
で
2
0
0
0
超
、
投
信
は

6
0
0
0
種
類
も
あ
る
。
I
T
を
活
用
し
、

「
家
計
自
身
の
選
択
を
助
け
る
仕
掛
け
」

が
必
要
だ
。
こ
の
点
で
は
ふ
る
さ
と
納
税

が
参
考
に
な
る
。
実
施
自
治
体
の
数
は
約

1
8
0
0
、
還
元
商
品
の
数
は
そ
の
何
倍

に
も
な
る
が
、
家
計
は
し
っ
か
り
と
選
択

し
て
い
る
。
ネ
ッ
ト
上
の
選
択
サ
イ
ト
が

非
常
に
優
れ
て
い
る
と
思
う
。

　
第
三
に
、
あ
る
企
業
や
投
信
に
投
資
す

る
「
動
機
付
け
」
が
弱
い
の
で
は
な
い
か
。

日
本
人
は
災
害
時
に
は
寄
付
を
惜
し
ま
な

い
。
寄
付
は
贈
与
で
あ
り
資
金
は
戻
ら
な

い
が
、「
復
興
支
援
」
と
い
う
明
確
な
動

機
が
人
々
を
動
か
す
。
投
資
動
機
が
明
確

な
ら
株
価
の
短
期
変
動
に
一
喜
一
憂
せ
ず
、

「
自
分
は
こ
の
企
業
を
応
援
し
て
い
る
。

今
は
下
が
っ
て
い
て
も
良
い
の
だ
」
と
自

己
正
当
化
が
で
き
、
長
期
保
有
に
つ
な
が

る
。
E
S
G
投
資
は
動
機
付
け
の
一
助
と

な
ろ
う
。

　
最
後
に
、
資
産
形
成
の
進し

ん
ち
ょ
く捗
を
検
証
す

る
指
標
と
し
て
は
、
若
・
中
年
層
の
株
式

や
投
信
保
有
比
率
の
変
化
を
よ
り
重
視
す

べ
き
だ
と
思
う
。
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